様式1-1（第11関係）
様式1-1（第11関係）

	受付番号
	※記入しないで下さい。


平成　　年度次世代型ものづくり製品開発支援事業　応募申請書

平成　　年　　月　　日
（あて先）
埼玉県産業技術総合センター長　

住　所

申請企業名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
標記支援事業について、次世代型ものづくり製品開発支援事業実施要領第１１の規定に基づき次のとおり申請します。

１　申請者の概要

	所在地
	〒

	担当者

所属・職・氏名
	
	創 業
	年　月

	資本金

（万円）
	
	従業員数

（うち正社員）
	
	売上高

（万円）
	

	業　種
	

	主な

事業内容
	

	電　話
	
	E-mail
	

	F A X
	
	HPの有無
	


2　事業計画

様式１－２のとおり

事業計画書
１　支援を希望する製品の概要

	対象分野
	（　　）　省エネルギー・新エネルギー関連産業分野
（　　）　健康・医療・福祉関連産業分野
（　　）　先端ものづくり関連産業分野
（　　）　新規創出関連産業分野

	支援を希望する

　　　課題の名称
	※公表可能な課題名でお願いします。



	支援を希望する
製品（技術）の名称
	※公表可能な製品名でお願いします。


	上記製品（技術）に関して今まで受けた競争的資金の期間及び名称
	①競争的資金を受けた期間：平成　　年　　月～平成　　年　　月

②競争的資金の名称：



	製品開発プロデューサーの要否
	該当する方に〇印をつけてください。
・要（※貴社で提案・希望する専門家がいる場合には様式1-3を記入・提出してください）
・否（※SAITEC職員に依頼する場合はこちらにしてください）

	製品開発プロデューサーの派遣を希望する回数及び場所
	①回数：　　　　　回程度（ひと月あたり）

②派遣先：（申請者の所在地と同じ場合は記入不要）


	支援を希望する製品（技術）の概要
	

	※どのような特徴を活かして、どのような対象者に（どのような場面で）、どのような効果をもたらす製品（技術）なのか概略を記してください。できれば、当該製品（技術）を象徴する写真又は図を示してください。また、パンフレット等があれば別途添付してください。



	当該製品（技術）の新規性・優位性
	

	※既に市場に存在する類似品（技術）・競合品（技術）に比べて、新規、優位又は差別化できている点を挙げてください。




２　事業の概要（希望する支援内容）
	事業をとりまく現状
	


	※現在（今後）の市場規模、技術水準、競合製品（技術）の状況等。


	これまでの取組内容及び成果
	

	※これまで自社及び競争的資金を活用して取り組んできた内容及び成果。


	本事業で実施する段階ごとの内容
	

	※これまでの取組成果を踏まえて、今回の支援事業における各段階での事業予定。既に終了している段階は記入不要。
（製品開発段階）

（試作開発段階）

（製品化段階）

（商品化（販売）段階）



	重点的に支援を望む事業段階・内容等
	

	※製品開発プロデューサー及び当センターに重点的に支援を望む事業段階・内容等を記載してください。
（製品開発プロデューサーに対して）
（SAITECに対して）

（専門アドバイザーに対して）



	開　発　体　制
	

	※社内での実施体制、製品開発プロデューサー、専門アドバイザー、ＳＡＩＴＥＣ、その他協力者等との実施体制を図にしてください。（それぞれの役割分担を含む）別紙としても構いません。


	工　程　表
	

	※任意書式です。別紙としても構いません。発売商品化までの想定スケジュールを記載してください。




３　事業化（販売）の見通し
	市場シェアの獲得の見込み
	

	

	県内経済への波及効果
	

	


製品開発プロデューサー推薦用　履歴書
	ふりがな
	
	（写　真）

縦4cm×横3cm
上半身・正面

無帽・無背景

	氏     名
	
	

	生年月日
	昭和・平成　　　　年 　 月 　 日 　　満　　歳

（平成３０年４月１日現在）
	

	現  住  所
	〒



	E-mail
	　

	電話番号
	　　　　（　　　）
	ＦＡＸ番号
	　　　　（　　　）

	勤務先
（現職がある場合、記入してください。）
	名　称
	
	部　門
	

	
	所在地
	
	電話番号
	

	最終学歴
	学校名（学部・学科まで）
	卒業年月
	学　　　位

	
	
	
	学士・修士・博士

	職　  歴

	自年月
	至年月
	勤務先・地位等
	具体的な担当業務内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	加入学会等
	

	
	

	保有資格

(取得年月、登録番号等も記入)
	

	
	

	
	

	専門分野
	


	指導実績
	


共同申請者(必要な数を追加して記入してください。なお、共同申請者がいない場合は提出不要です。）
　住　所

　申請企業名

　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
注1）本様式は、日本工業規格Ａ４縦型とすること

注2）本事業においてグループや連携など共同で開発を行っている場合は、申請者以外の者を共同申請者として別紙１に記載してください。
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